Ⅰ　はじめに第５課題　教育行財政に関する課題

「少子化に対応した活力ある学校教育の推進」
～多様な他者との関わりを通して
　　生きる力を育む教育実践の在り方～

甲府支部

日本は2008年をピークに人口減少という状況が見られ，出生率は低水準で推移しており，2050年には人口が1億人を割り込み，約9,700万人になるとの推計もある。年少（0～14歳）人口についても，1980年代初めの2,700万人規模から減少を続けており，2046年には1,000万人台を割り込み，2060年には約791万人になると推計されている。
地域コミュニティは衰退し，三世代同居も減少し，共働き世帯や一人親世帯の増加といった様々な背景の中で，家庭や地域における子どもの社会性育成機能が弱まっているともいえる。
このような背景のもと，全国的に少子化に伴う学校の小規模化が進行しており，甲府市においても適正規模を保っている学校がある一方，12学級に満たない小中学校が増加している。下の表のとおり，過去７年間の甲府市立小中学校児童生徒数は減少傾向が続いており，７年前の平成30年度と比較して，令和6年度は小学生で約918人，中学生で約381人の減少となっている。
	年度
	児童数(人)
	生徒数（人）
	合計（人）

	H30
	8,243
	4,131
	12,374

	R1
	8,013
	4,065
	12,078

	R2
	7,863
	4,016
	11,879

	R3
	7,647
	3,992
	11,639

	R4
	7,530
	3,930
	11,460

	R5
	7,408
	3,866
	11,274

	R6
	7,325
	3,750
	11,075


【参考】過去７カ年の甲府市立小中学校児童生徒数の変遷（山梨県統計情報より）
文部科学省は，「義務教育段階の学校は，児童生徒の能力を伸ばしつつ，社会的自立の基礎，国家 ・社会の形成者としての基本的資質を養うことを目的としています。このため，学校では，単に教科等の知識や技能を習得させるだけではなく，児童生徒が集団の中で， 多様な考えに触れ，認め合い，協力し合い，切磋琢磨することを通じて思考力や表現力，判断力，問題解決能力などを育み，社会性や規範意識を身に付けさせることが重要になります。そうした教育を十全に行うためには，一定の規模の児童生徒集団が確保されていることや，経験年数，専門性，男女比等についてバランスのとれた教職員集団が配置されていることが望ましいものと考えられます。」（「公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引」H27）としている。この問題の解決については，学校だけの取組に留まらず，行政の立場からも大きな改革が必要であるが，学校が行政の対応を待っているだけでなく，学校が持つ多様な機能（学校運営協議会や小中連携等）を活用して，少子化のデメリットを最小化し，将来，子供たちに求められる資質能力を育成することが望まれる。

Ⅱ　研究のねらい
少子化が進み児童数も減少する中で，より人間性を高めたり，社会性を育んだりするために多くの人との関わりや多様な考えに触れる機会をどのように創り出すか，教頭としてどのような働きかけができるかなど，自校に生かせる取組を，学校運営協議会（令和５年度から甲府市の全市立小中学校で設置）や小中連携等の実践から学ぶ。また，単に取組を増やすのではく，「Scrap & Build」の考え方で学校の負担を増やさずに，児童に求められる力を育む活動を仕組む工夫を探ることをねらいとする。

Ⅲ　研究計画
１　研究テーマ・内容の検討，決定
２　各校の実践例集約と共有
３　学校運営協議会の役割や取組をどのように行うかを協議
[bookmark: _GoBack]Ⅳ　研究内容
１　 学校規模の調査
甲府市の小学校での児童数（学級 級）減・小規模化している現状を把握するため，各校の児童数等に関する実態調査を実施した。結果は以下の通りである。
（１）　学校規模（１３校中）
　　　・小規模校　　６校（　３～１１学級）
　　　・適正規模校　５校（１２～１８学級）
　　　・大規模校　　２校（２０～３６学級）
　　　・平均　　　１５学級
※市内の半数近くの学校が小規模校　
にあたる一方で，大規模校もあり，
同じ市内であっても差が大きい。
（２）  小規模校の課題　
・多様な考えに触れる機会の減少が見られる。
・児童の人間関係が６年間で固定化さ
れ，変化に乏しい。
・学級同士が切磋琢磨する教育活動が
できない。
・児童から多様な発言が引き出しにく
く，授業展開に制約が出る。
・より質の高い教育への弊害。
・児童会活動が活性化しない。
・教職員も少ないため，児童のニーズ
に応えられない。（委員会の新設等）
（３）　考察
各校の現状を確認することで，改めて少子化時代を迎えた学校教育の課題が浮き彫りになった。児童数が減少していく中にあっても，集団の中で自己主張をしたり，他者を尊重する経験を積んだり，社会性やコミュニケーション能力を身につけたり，協働的な学びを実現したり，多様な物の見方や考え方，表現の仕方に触れたり，多様な活躍の機会を設け，多面的な評価の中で個性を伸ばすことが必要である。
　　　教頭としては，地域やＰＴＡに近い存在であることを生かし，常に地域人材の掘り起こしや，連携という視点をもって関係団体や関係機関と接することで小規模校のデメリットを最小化していくことが可能なってくる。
２ 各校の学校運営協議会の概要
甲府市では，令和５年度から全市立小中学校で，学校運営協議会が設置されたことを受け，保護者や地域住民の参画が得やすいコミュニティ・スクールを活用し，より人間性を高めたり，社会性を育んだりするために，多くの人との関わりや多様な考えに触れる機会をどのように創り出すかを研究することになった。
甲府市においては，モデル校であった善誘館小学校，北西中学校を除いて，令和５年度から学校運営協議会を設置したことから，その活動の柱については，検討中という学校もある。現在，各校の協議会において，学校の課題や地域の課題が共有され，ねらいに迫る活動について議論が進んでいるところである。
各校の主な活動や取組の柱の例は以下の通りである。
（１）登下校の交通安全・見守りへの取　　
　　　組
（２）学校教育活動への支援・地域人材活用
（３）児童の地域貢献
（４）学校環境整備への協力
（５）あいさつ運動への協力
３ ２の概要から多様な他者と関わる活動や取組
小学生という低・中学年の年齢の児童　がいる環境から（１）「登下校の交通安全・見守りへの取組」を挙げている学校が５校あった。アンケートには書かれていないが，全ての学校で，児童の登下校の交通安全や見守りを地域の住民や保護者が担い，児童に関わっている。また，ほとんどの学校が（２）「学校教育活動への支援・地域人材の活用」を挙げている。教科学習から総合的な学習の時間，委員会活動等多岐に渡って，学校運営協議会を生かした地域人材の活用を行っていることが分かる。（３）「児童の地域貢献」では，学校行事を地域の方々にも参加や見学ができるようにしたり，児童が地域の行事や活動に参加したりすることに連携して取り組んでいる学校もある。
他にも前項（１）～（５）に関わって，各校の多様な他者と関わる活動は次の通りである。
・登下校の交通安全・見守りへの取組
・学校教育活動への支援・地域人材活用
例えば，町探検などでの地域散策の引率，昔の遊び体験，ほうとう作り，学習ボランティア，読み聞かせ，民族楽器づくり・演奏会，家庭科の授業でのミシンを使った学習など，それぞれの学校で児童と教師だけの取組だけではなく，多様な人たちとの交流を通して学習を広げ深めている例も多い。
・児童の地域貢献
学校行事・運動会・文化祭への地域の方の参加，地域行事や地区のお祭り・文化祭への参加
・花育活動
花いっぱい運動，花壇整備，花の植え付け，ブドウ棚の設置など
・あいさつ運動
　　　学校運営協議会の委員が地域の事業と学校をつなぎ，体験学習などの体験先の選択肢を増やすとともに，地域との関係づくり，地域への帰属感を醸成するといった役割を生み出している。また，様々な活動を行う上で，学校運営協議会が上手く機能することで，地域人材の活用，学校教育活動への支援につながっていくと考えられる。
４ 各種調査やデータの活用
「少子化・小規模校のデメリットの緩和」の成果指標として，全国学力・学習状況調査質問紙調査や各校の学校評価を活用していく。
令和５年度の全国学力・学習状況調査質問紙調査には次のような質問があり「多様な他者の考えに触れる機会や活動」の実施状況がある程度把握できる。
＃29今住んでいる地域の行事に参加している（「当てはまる」R5全国：12.2％　山梨県：22.2％） 
＃30地域や社会をよくするために何かしてみたいと思う（「当てはまる」R5全国：19.6％　山梨県：24.6％）
＃31外国の人と友達になったり，外国のことについてもっと知ったりしてみたいと思う（「当てはまる」R5全国：34.9％　山梨県：35.7％）
＃40学級の児童との間で話し合う活動を通じて，自分の考えを深めたり，広げたりすることができている（「当てはまる」R5全国：34.3％　山梨県：41.1％）
また，学校評価の質問例として，「学校は，保護者や地域の方々と協力して教育活動に取り組んでいるか。」「学校と地域の連携は円滑に行えているか。」等も考えられ，負担軽減の観点から，改めて児童にアンケート等を実施しなくても，これらの「多様な他者の考えに触れる機会・活動」に関連する質問に対する回答を見ることで，成果の達成度を確認していきたい。

Ⅴ　研究のまとめと今後の課題
令和５年度から新たな研究として，第５課題 教育行財政に関する課題の中の「へき地・小規模校・過疎による教育の問題に関すること」という課題が割り当てられた。Ⅳの（１）の調査結果にもあるように，少子化に歯止めがかからない社会情勢を背景に，学校教育にも多くの課題があることに改めて気づくことができた。調査結果から，現実を把握し，課題に真剣に向き合おうとする機運が醸成されてきた。少子化や小規模校化を好転させるには，社会の仕組みを変える必要があるが，行政の改革を待っているだけでは，児童に求められる資質能力を育成することはできない。現在の枠の中で取り組めることを探りながら研究を進めていくことになった。しかしながら，甲府市の小学校には，小規模校から大規模校まであり，テーマに沿った研究が深めづらい一面もある。小規模校だけが問題意識をもって研究に取り組むのでは，全体の研究にならないことを危惧し，時間をかけて共通の研究テーマを検討してきた。大規模校においても児童数が減少している現状もあり，今後，児童が多様な考えに触れる機会がますます減ってくることで，お互いを認め合い，協力し合い，切磋琢磨する中で培われる社会性や柔軟な考え方，ダイバーシティへの理解，思考力・判断力・表現力，問題解決能力などが身につけにくい状況が続いていく。このような中，児童が多くの人との関わりや多様な考えに触れ，人間性を高めたり社会性を育んだりする機会を増やすため，令和５年度から甲府市立全小中学校に設置された学校運営協議会を最大限に活用することがこの課題解決につなげられると考えた。その他にも，小中連携や小学校同士の連携も視点にいれ，多面的・多角的な取組を仕組むこともさらに効果的な工夫につながると思われる。また，教科や領域での学習に生かせるように，地域人材の掘り起こしも必要である。
　　各校の学校運営協議会は，学校運営の基本方針の承認や学校運営について意見を述べるといったレギュラーな所掌事項が遂行されてはいるものの，「地域とともにある学校」を目指す上での，具体的な活動や取組については，さらに議論を深めていくことが必要である。各校に，現時点の課題を尋ねたところ，次のような回答があった。
○人材・体制
・教職員の負担増加・地域人材の不足
・コーディネーターの役割分担の不 明確さ
○ 活動内容
・地域ニーズへの対応不足
・効果の測定・評価の難しさ
○ 運営
・情報共有の不足
・地域との連携の不十分さ
○ その他
・財政的な課題
　
　今年度のアンケート結果から考察すると次のようにまとめられる。
1学校運営協議会の「熟議」の深化と機能強化の必要性
多くの学校で運営方針の承認や学校評価といった基本的な活動は行われているものの，地域住民と学校が一体となって課題解決に取り組む“「熟議」の場として十分に機能しているとは言えない”現状がうかがえる。これは，単なる情報共有の場にとどまっている可能性を示唆しており，今後は，学校運営協議会がより積極的に学校教育に参画し，具体的な課題解決に向けた議論を行うための努力が重要となる。
2 地域学校協働本部の設立とコーディネーターの確保
アンケート結果から，多くの学校で“地域学校協働本部が「設立されていない」”ことが明らかになった。これは，昨年度の研究で「小中連携や小学校同士の連携も視点に入れ，多面的な取り組みを仕組む」という方向性が示されていたが，その中心となる地域連携の推進体制が整えることの難しさがそうさせているといえる。　　　
特に，コーディネーターの人材確保が最大の課題であり，昨年度までの研究でも，教職員の負担増加や地域人材の不足が課題として挙げられており，この問題が依然として解決されていない。地域学校協働活動コーディネーターの導入は，教頭の業務負担を軽減し，より専門的な学校運営に集中できるというメリットが期待されているが，その導入自体が進んでいない現状が課題である。
3 「地域との連携」から「地域への帰属意識」の醸成へ 
昨年度までの研究では，地域との連携を通じて「地域への帰属感を醸成する」という役割も指摘されていた。全国学力・学習状況調査の質問紙項目（#29「今住んでいる地域の行事に参加している」）に対する山梨県の肯定回答率が高いことは，この取り組みが一定の成果を上げている可能性を示唆している。しかし，これらの活動が単発的なものに終わらず，児童が地域の一員として主体的に関われるような，より深い連携へと発展させていくことが今後の方向性となる。

これらの分析を踏まえると，今後の研究や取り組みの方向性は以下のようになる。
1 学校運営協議会の「熟議」でのテーマ設定
 「熟議」の内容で「地域学校協働本部」の内容を含み「熟議」をさらに深化させ「熟議」の内容を具現化するように努力するのもひとつの方法と考える。
2 地域学校協働本部の設立に向けたコーディネーターの選出
モデル校の事例を共有する場を設けるほか，コーディネーター候補者の発掘と育成を図れるよう学校・学校運営協議会だけでなく市全体で支援する体制を構築していけるよう要望を続けていく。
3 教頭の負担軽減と役割の再定義
地域学校協働活動コーディネーターの導入を積極的に推進し，教頭が担ってきた地域連携業務を分担することで，教頭が本来の業務である教育課程の管理や教員育成に注力できる環境を整備する 。
これらの課題解決には，学校単体での努力だけでなく，行政との連携が不可欠である。研究で明らかになった課題に対し，今後具体的なアクションプランを作成していくことが重要となる。
（文責　川手　雅）
